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第二次苫小牧市中小企業振興計画における 

令和 3年経済センサス確報結果について 

１ 概 要 

令和 5 年度からスタートしている、第二次苫小牧市中小企業振興計画「第 2 章 

苫小牧市の現状」では、統計分析の根拠資料として、令和3年経済センサス活動調

査の速報値を用いた現状把握を行った。 

  本年 6月末、総務省統計局より前記調査の確報値が公表されたことから、第二次

計画との比較を行い、中小企業振興に係る３つの柱への影響について確認する。 

２ 速報値と確報値 

 (1) 速報値 … 調査結果を早期に公表することを目的として集計されたもの。確

報値とは必ずしも一致しない。 

 (2) 確報値 … 速報公表後に事業所からデータの修正報告があった場合や、速報

の集計に間に合わなかったデータを加えるなどの処理が行われ

た確定数。 

３ 確認する統計情報 

第二次苫小牧市 

中小企業振興計画

該当ページ 項 目 

p.5 2 産業別従業者数【図表3】 

p.6 3 事業所数及び従業者数の推移【図表4】 

p.7 
4 従業者規模別の事業所数及び従業者数の構成比 

【図表5】

p.11～12
商業（卸売業と小売業）についての推移 

【図表11～16】 

４ 確認結果 

 (1) 産業別従業者数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１-1 

  ① 製造業の従業者数の順番変更。（速報値：上から3番目→確報値：上から2番目） 

  ② その他全体的な傾向は、計画内容と同様。 
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 (2) 事業所数及び従業者数の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１-2 

  ① 全事業所数は、計画内容と同様に減少傾向。 

  ② 「建設業」、「卸売業、小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」の事業所数は、計

画内容と同様に減少傾向。 

  ③ 「教育、学習支援業」の事業所数は、計画では増加と記載のところ、確報値で

は減少傾向。 

  ④ 全従業者数は、計画内容では横ばいと記載のところ、確報値では減少傾向。 

  ⑤ 「医療、福祉」や「教育、学習業」の従業者数は、計画内容と同様に増加傾向。 

 (3) 従業者規模別の事業所数及び従業者数の構成比・・・・・・・・・・資料１-3 

  ① 事業所数について、令和 3年調査は平成 28年調査の計画内容と比較し、全

体数は大きく減少、従業員1人～99人の区分は、1％減少して約98％。 

  ② 従業者数は、従業員1人～99人の区分で、計画内容と同様に全体の約78％

を占め、中小・小規模事業者が多くを占めている傾向も同様。 

 (4) 商業（卸売業と小売業）についての推移・・・・・・・・・・・・・資料１-4 

  ① 第二次計画では、平成19年～28年の 3回分の調査結果を掲載。令和3年

調査の追加により、平成19年分を削除。 

  ② 卸売業及び小売業の事業所数の推移（図表11）について、全体傾向は両業種

とも減少している一方、卸売業では「建築材料、鉱物・金属材料」は増えてお

り、小売業では無店舗型が増えているなど、業態によって傾向が異なっている。 

  ③ 法人・個人の事業所数（図表12）について、近年は両業種で法人、個人とも

に事業所数は減少傾向。 

④ 従業員規模別の推移（図表13）について、全体傾向は両業種とも減少してい

る一方、50人以上の事業所数は横ばいとなっている。 

  ⑤ 従業者数の推移（図表14）について、卸売業は全体として増加している一方、

「建築材料、鉱物・金属材料」の従業者数は減少しているなど、業態で異なっ

ている。また、小売業は全体で減少傾向だが、飲食料品や無店舗型の従業者数

は増加している。 

  ⑥ 年間販売額の推移（図表15）について、卸売業、小売業ともに減少傾向の一

方、卸売業では「機械器具」や「建築材料、鉱物・金属材料」、小売業では「飲

食料品」や「機械器具」の販売額が増えている。 

  ⑦ 小売業の売り場面積の推移（図表16）について、近年は増加傾向にあり、特

に飲食料品の売場面積が大きく増加。事業所数は近年減少していることから、

1店舗あたりの売場面積が増えていることを示唆。 
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５ 事務局としての考察 

① 計画内容（速報値）と確報値を比較・確認した結果、事業所数ではプラス約

0.2％、従業者数ではマイナス約 3.5％の相違や、全体の従業者数が近年は横

ばいではなく、事業所数と同様に減少傾向にあることなどが相違点として見ら

れた。 

② 一方、産業別従業者数の構成状況や、中小・小規模事業者が現在も市内事業者

の大部分を占めている点、卸売業や小売業の事業所数や従業員数の傾向などは

全体統計の傾向と概ね一致していた。 

③ このため、第二次計画における現状と課題の内容を変更するほどではなく、

３つの柱や主要支援策の内容見直しまでには至らないものと考え、引き続き、

第二次計画に基づいた取組を推進していきたい。 


